
災害対策標準化推進ＷＧの設置 

多様な主体が活動する災害時において、各機関
の連携が円滑に行われるとともに、全体として効
率的な活動が行われ、災害の種類や大小に関わ
らず対応できるよう、災害対策の標準化を推進す
る必要 

≪設置趣旨≫ 
 

災害対策標準化推進ＷＧの設置について 

 
 

≪検討事項≫ 
 
 今年度中を目途に、災害対策標準化ガイドライ 
 ン（素案）を策定 
 
 

≪検討体制等≫ 
 
・ＷＧは昨年の検討会議委員をベースに有識者等 
 にて構成  
・検討に当たっては、地方公共団体等関係者の意 
 見が反映できる仕組みにも留意 
 
・必要に応じて、専門的に検討を行う分科会を設 
 置 

中央防災会議関連報告書（抜粋） 
ア 防災対策推進検討会議報告書  
 国と地方公共団体間、地方公共団体相互間の広域応援を
総合的かつより円滑に実施するため、可能な範囲で災害対応
業務のプログラム化、標準化を行うべき。 
 
イ 南海トラフ巨大地震対策について（最終報告）  
 広域的な活動を円滑に行うために、国、地方公共団体、そ
の他の防災関係機関及び関連事業者は、活用資機材の名称
や規格、活用要員の呼称と能力要件、取り扱う書類の様式等
に関する標準化・共有化や、必要に応じてそれを活かした支
援アプリケーション類の開発を進める必要がある。 

≪検討スケジュール≫ 
 

 今秋を目途に、第１回ＷＧを開催予定 
 （年度内４回程度開催予定） 

１ 

資料２ 



（参考）平成25年度災害対策標準化検討会議報告書の概要 
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小林 恭一 
 （東京理科大学総合研究機構火災科学研究センター教授） 
重川 希志依 
 （常葉大学大学院環境防災研究科教授） 
柴崎 亮介 
 （東京大学空間情報科学研究センター・生産技術研究所教授） 
中林 一樹 
 （明治大学政治経済学研究科特任教授） 
中邨 章 
 （明治大学名誉教授） 
林 春男 
 （京都大学防災研究所巨大災害研究センター教授） 

災害対策標準化検討会議 

災害対策標準化のイメージ 

○国 
○地方公共団体 
  ・都道府県 
  ・市町村 
○実動機関 
  ・消防 
  ・警察 
  ・自衛隊 
  ・海上保安庁 
  ・ＤＭＡＴ 

○民間 
  ・民間企業 
  ・ボランティア 
  ・ＮＰＯ 
  ・自主防災組織 
○海外 
 

  等 

各主体において適用可
能な標準的マネジメント

システムの確立 

情報システム 
（クラウドの 

活用） 

２ 

災害対策の標準化について、学識経験者委員に
より、平成25年10月から翌26年３月まで計５回の
会議を開催 
 
【検討結果】 
可能な範囲で基本的な考え方の整理等を行い、
ガイドライン（素案）の構成や想定される具体的
標準化項目などについて検討を実施 



３ 

災害対策標準化ガイドラインの構成イメージ 

２ 災害対応要領 
（１）組織、運営（適時に業務に即した組織構築、拡張可能  
  性、責任者等の明確化）    
（２）情報処理（迅速・有用情報収集・管理、状況認識統一、    
  作戦立案） 
（３）資源管理（必要な資源を必要な時に必要な量を必要な 
    所へ供給）  

災害リスクシ
ナリオ、 
リソース制
約の設定 

結果事象型
リソース制
約設定 

①異常な自然現象  
  等の特定 
②異常な自然現象 
  等に対する脆弱 
  性の把握 
③災害（異常な自 
  然現象等により生 
  じる被害）の発生 
  頻度、影響度分  
  析 

  

災害リスク 
分析、評価 

Ⅰ 業務継続・実施に関する事項 

業務継続・実
施事業につい
ての優先度分
析、計画策定 

①災害対応業  
 務の実施 
 
②一般業務に  
 係る非常時 
 優先業務の 
 継続、早期 
 復旧  

Ⅲ マネジメントに関する事項 

Ⅱ 災害対応に関する事項 
１ 災害対応業務プログラム 
 ・役割分担等を踏まえ、タイムラインに従って整理、設定  
 ・オールハザードアプローチ   

 １ 災害リスク分析評価、シナリオ、事業継続・実施計画等の見直し、業務継続・実施に係る脆弱性対策の実施 
 ２  （１） 災害対応業務プログラムの見直し、改善 
    （２） ① 災害対応体制等の見直し 
       ② 用語、表記、データ、システム等の標準化推進 
            ③ 要員確保策の改善、装備、資機材、備蓄物資等の整備充実、標準化推進 
    （３） 他組織との応援計画策定、協定締結等  
 ３ 研修・教育・訓練その他標準化の推進に必要な事項の実施  

３ 組織連携（行政関係機関間、行政関係機関と民間間） 
  ・連携発動システム、指揮調整 
 ・相互運用性確保  

トップ関与の下、担当組織が平時から管理、評価、改善 

※標準化推進のため、防災に関する研修・訓練・教育、資格制度、規格普及等の制度、あり方等についても別途検討推進 
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